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マイナンバー対応 準備計画作成に苦慮 危機感薄い経営層も 
 
JIPDEC・日本商工会議所共催「企業におけるマイナンバー制度実務対応セミナー」参加者アンケート結果 

 
一般財団法人日本情報経済社会推進協会（以下 JIPDEC、東京都港区：会長 牧野 力）は、日本商工会議所（東京

都千代田区：会頭 三村 明夫）との共催により全国 9 カ所で開催した「企業におけるマイナンバー制度実務対応セミナ

ー」参加者に対して行ったマイナンバー対応状況についてのアンケート結果を取りまとめました（各会場セミナー終了後

に回答。 セミナー参加者 3,041 名中回答者 2,213 名）。 

 

今回の結果では、自社の経営層がマイナンバー導入に至急対応しなければならないという危機感を持っているとす

る回答は 20.6％、「着手しなければならないという意識は持っている」が 67.0％でした。また、対応にあたって困ってい

る点として、「マイナンバー導入に向けた具体的な準備計画の作成」が 72.5％と最も高く、次いで、「安全管理措置の構

築にかかる方法」の 49.0％となっています。このほか、必要としている情報としては「社内規程や必要書類の具体的な作

成方法」や「委託の範囲」、「社員への具体的な教育内容や方法」などが挙げられています。 

 

アンケートの記述回答では、「経営層や上司が関心を持たず、重要性を理解してもらえない」「不明点があっても相談

相手がいない」などといった声も寄せられ、マイナンバー対応担当者が準備を進めるにあたって社内の協力を得にくい

状況に置かれているケースも考えられます。 

 

【JIPDEC・日本商工会議所共催「企業におけるマイナンバー制度実務対応セミナー」参加者アンケート結果】 
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Q1. 経営層のマイナンバー導⼊に対する意識（単⼀回答 N=2,213名）

※本リリースは、経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、総

務省記者クラブ、情報通信記者会、経済研究会、官邸内閣記

者クラブに配布しています。 



 

 
 

 

不正アクセスなどのサイバー攻撃などがごく身近な危機となっている現在、マイナンバー対応に限らず、個人情報保

護体制を整備するためには、担当部門が対応策を検討するだけでなく、企業全体で意識向上を図ることが必要不可欠

です。このため JIPDEC では、今回のセミナーで寄せられた声を特定個人情報保護委員会等関係機関に情報提供す

るとともに、今後必要な措置を提言してまいります。また、JIPDEC の事業として、企業のマイナンバー取り扱い責任者

を対象とした集合研修や企業・地方公共団体が社員教育として行う適切な個人情報（マイナンバー含む）マネジメント研

修支援、個人番号関係事務の受託サービスを提供する企業で特定個人情報保護評価を行う企業を対象に、評価書の

点検を行い「評価確認書」を発行する「民間向け特定個人情報保護評価書 点検サービス」を開始し、企業の取り組みを

支援してまいります。 

JIPDECでは、今後もプライバシーマーク制度や各種サービスの提供を通じて、安心できる情報社会の環境作りを進

めてまいります。 

 

【JIPDEC 民間企業向けマイナンバー対応支援サービス】 
サービス 対象 内容 形態 費用 

研修サービス 民間企業の特定個人情報取

り扱い責任者 
適切な特定個人情報取り扱いのための

マネジメントシステム構築のポイント 
JIPDEC 集合研修

への参加 
お 問い 合わ

せください。 
民間企業・地方公共団体 職

員 
業務遂行上必要となる特定個人情報お

よび個人情報の安全な取り扱い方法、

留意点について 

研修委託 

特定個人情報保

護評価書 点検

サービス 

個人番号関係事務を受託す

る企業で、自主的に特定個

人情報保護評価を行う企業 

評価内容の妥当性や評価書記載内容

の点検。点検での指摘内容対応後に

「評価確認書」を発行 

点検作業委託 

 

【本件に関するお問い合わせ】 
一般財団法人日本情報経済社会推進協会  広報室 加瀬、塚本 

TEL： 03-5860-7555 

72.5%

24.6%

49.0%

26.0%

25.8%

3.6%

5.6%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

個⼈番号導⼊に向けての具体的な準備計画の作成

安全管理措置の構築にかかる費⽤

安全管理措置の構築にかかる⽅法

情報システムの導⼊・改修にかかる費⽤

規程類、業務プロセス等対応のための⼈材確保

その他

特に困っていることはない

無回答

Q2. 個⼈番号導⼊で困っている点（複数回答 N=2,213名）

⾃社ですべて処理する
56.5%

⼀部を外部事業者に
委託
24.0%

すべて外部事業者に
委託
1.4%

まだ何も決まっていない
16.6%

無回答
1.5%

Q3. 個⼈番号取り扱いの委託について（単⼀回答 N=2,213名）



参考 
 

JIPDEC・日本商工会議所共催「企業におけるマイナンバー制度実務対応セミナー」開催実績 

 

 

 

開催地 日時 共催 参加者数（参加率） 

東京 2015 年 4 月 8 日（水） 東京商工会議所 583 名（83.0%） 

大阪 2015 年 4 月 10 日（金） 大阪商工会議所 193 名（82.8%） 

名古屋 2015 年 4 月 21 日（火） 名古屋商工会議所 332 名（87.4%） 

新潟 2015 年 4 月 27 日（月） 新潟商工会議所 271 名（87.4%） 

広島 2015 年 5 月 12 日（火） 広島商工会議所 199 名（87.7%） 

大阪 2015 年 5 月 14 日（木） 大阪商工会議所 200 名（92.2%） 

福岡 2015 年 5 月 15 日（金） 福岡商工会議所 259 名（87.5%） 

高松 2015 年 5 月 19 日（火） 

四国商工会議所連合会 

香川県商工会議所連合会 

高松商工会議所 

241 名（86.1%） 

仙台 2015 年 5 月 27 日（水） 

東北六県商工会議所連合会 

宮城県商工会議所連合会 

仙台商工会議所 

234 名（84.8%） 

旭川 2015 年 5 月 28 日（木） 
北海道商工会議所連合会 

旭川商工会議所 
180 名（88.2%） 

東京 2015 年 6 月 9 日（火） 東京商工会議所 349 名（94.3%） 

計 3,041 名（87.0%） 


